
 
 
 
 
 
 

 
 
1｜               ｜経済･金融フラッシュ No.09-018｜Copyright ©2009 NLI Research Institute All rights reserved 

 

ニッセイ基礎研究所 No.09-018  01 May. 2009 

雇用統計 09 年 3 月 
～年度末にかけて失業率が急上昇 
 

 

 

経済調査部門 主任研究員 斎藤 太郎 

TEL:03-3512-1836 E-mail: tsaito@nli-research.co.jp 

1．年度末にかけて失業率が急上昇 

総務省が 5 月 1 日に公表した労働力調査によると、3 月の完全失業率は前月から 0.4 ポイント上

昇し 4.8％となった（ロイター事前予想：4.6％、当社予想は 4.5％）。失業率はこの 2 ヵ月で 0.7

ポイントの急上昇となった。昨年秋以降の景気の急速な悪化がやや遅れる形で年度末にかけて顕在

化したものと言えるだろう。 

自営業主・家族従業者数の大幅減少が続く中、それまで横ばい圏で推移していた雇用者数が前年

比▲0.9％（2 月：同 0.0％）と大きく落ち込

んだため、就業者数は前年比▲1.4％（2 月：

同▲0.4％）と減少幅が拡大した。失業者数は

335 万人、前年に比べ 67 万人の増加となり、2

月の 33 万人増から増加幅が大きく拡大した。 
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（％）完全失業率と失業者増減の内訳（前年差、万人）

（注）非自発的離職は定年又は雇用契約の満了＋勤め先都合

（資料）総務省統計局「労働力調査」

完全失業率（右目盛）

（年・月）

失業者計

失業者の内訳を求職理由別に見ると、非自

発的な離職による者が前年に比べ 52 万人増

（うち勤め都合が 50 万人増）、自己都合が 8

万人増となっており、失業者が急増するとと

もに、失業の中身も深刻化している。 
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雇用者数の内訳を産業別に見ると、生産活動の急速な落ち込みを反映し、製造業が前年に比べ▲

28 万人の減少（2月：同▲13 万人減）となったほか、卸・小売業の減少幅が急拡大した（2 月：前
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年比▲3 万人減→3 月：同▲22 万人減）。また、派遣社員が含まれる職業紹介・労働者派遣業の雇用

者数は 98 万人、前年に比べ▲18 万人の減少となった（2月は：同▲7 万人減）。 

従業員規模別には、500 人以上の大企業以外は全て前年に比べ減少した。500 人以上についても、

このところ増加幅は縮小傾向にある。 

 

２．有効求人倍率は約 7 年ぶりの低水準に 

厚生労働省が5月 1日に公表した一般職業

紹介状況によると、3月の有効求人倍率は前

月から 0.07 ポイント低下の 0.52 倍となり

(ロイター事前予想：0.55 倍、当社予想は

0.51 倍)、02 年 4 月以来、約 7年ぶりの低水

準となった。 
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（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」 （年・月）

有効求人数が前年比▲27.9％(2 月:同▲

25.5％）と減少幅が拡大したことに加え、失

業者の増加を反映し、有効求職者数の伸びが

大きく高まったこと（2月：前年比 24.5％→

3 月：同 31.8％）も有効求人倍率の押し下げ

要因となった。 

 

 

 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


